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児 童 扶養 シス テ ム につ い て の一 考 察
一4力 国の両親世帯を中心にみたその価値 一
渡 辺 千 寿 子
は じ め に
人の生涯には他に依存 して生活 しなければならない2つ の時期 一 児童期と老年期 一 があ
る。児童期に関 していえば,そ の扶養は多 くのばあい家庭に任ねられているが,児 童の扶養に
対する公的な関与や責任はきわめて重大である。同一所得水準の世帯であっても,扶 養を必要











保健医療,教 育,住 宅の諸制度を加えて,4力 国 一 西 ドイツ,フ ランス,オ ランダ,イ ギ リ
スー では有子世帯をどのように扱い,ど のような課税 ・拠出構造及び給付構造で有子世帯の
経済的福祉に対応 しようとしているのかを分析することをねらいとしている。4力 国は経済的,
社会的,文 化的に大きく相違 し,多 様性に富むことが比較を試みた理由であったが,各 国の児
童扶養の目的,そ の構造,金 銭的価値はかなり異なっており,社 会が児童を扶養する費用を親
と分担するアプローチのちがいや,そ の程度のちがいをうかがい知ることができよう。
なお,こ こでは世帯主が就労 しているが有業者は1人 の,夫 婦と子供から成る世帯(以 下,
単一賃金の両親世帯とよぶことにする)を 中心に考察 した。それは,か つては標準的世帯とみ
なされてきた単一賃金の両親世帯 も,今 日では多 くの国において共働き世帯がかなりの比重を
占める状況の中で,子 供のない夫婦世帯や共働き世帯と比べて暮 らし向きが悪 くなるか,何 ら
かの補足を必要としているかのどちらかであろうと思われるか らである。もとより単一賃金の






ではそうした点で4力 国の児童扶養 システムが,単 一賃金の両親世帯のニーズにどのように対
応しているのかを比較考察 してみたいと考えている。具体的には,児 童に対する財政的援助の
比較 には児童に対 して支払われる現金給付 のみでなく,直 接的 に関係をもつ他の施策の相違
を考慮 に入れる必要がある。このうち最 も重要なのは所得税制であろう。しかし家族手当と
税制上の扶養控除の組み合わせだけでも,異 なる国の児童扶養の価値を比較することはやは
り困難である。他の重要な社会的扶養の形として,教 育,医 療,住 宅政策が含まれる。たとえ
ばある国は児童に対して無料の医療を保障 しているが,他 の国では児童が医療を受けるのに伴
う費用負担がある場合,全 体にわたる児童扶養の公正な比較にはこれ らのちがいを考慮に入れ
ねばな らない。 しかし,広 範囲にわたるそれらの施策を詳細に考察することはきわめて困難で
あるので,こ こでは4力 国の児童扶養システムについて家族手当制度をいくらか詳細に検討 し,
家族手当と所得税 ・社会保険料の比較だけでなく,他 の社会サービスの財政的影響について も
考慮に入れて,各 国の制度の概要 とその特色,児 童扶養システムの相対的価値や所得再分配効
果を比較検討 してみたい。また,そ の結果が現行の児童扶養システムが制度や施策の目標グルー
プとしているはずの必要なところに充分に,そ して無駄なく給付を支給するものであるかどう
かを結果か ら評価 してみたいと思 う。 一
14力 国の児童 扶養 システムの概要
ここでは児童扶養システムの概要を国別に検討 し,そ の特色を知る手掛りとしたい。各国の
施策には少なくとも6つ の分野(家 族手当,所 得税,社 会保険料,教 育,保 健医療,住 宅)が
含まれている。家族手当(児 童給付 ・児童手当)は 児童扶養の体系の中でも重要なものであり,
給付の支給方式やその規模のちがいが世帯の可処分所得にかなりの影響を及ぼすので,史 的展
開を含めて幾 らか詳細に検討 した。1つ 以上の給付があるときはユニバーサルな給付方式 と,
選別的給付方式のうち義務教育年齢の児童をもつ両親世帯の受給するものに限定 して扱 ってい
くハ
る。 所得税 については課税単位 ・税率の構造および控除構造等,世 帯の税負担に影響を及ぼす
ものを考察した。そのうち控除については有子勤労者世帯に大き くかかわるものとして人的控
除を中心にみている。社会保険料は通例個人ベースで,婚 姻状態や扶養児童の有無による区別
はないので,総 合的な影響を知るうえで必要と思われる被用者の支払 う保険料を記載 した。教
育につ いては,児 童の教育に伴 う直接的費用 一 授業料,教 科書負担,学 校給食,そ の他の福
祉食糧,通 学費の負担など 一 について義務教育年齢の児童に対する公的援助を中心に,ま た
医療にっいては診療,薬 剤,入 院治療などに伴う費用を考察 し,民 間の疾病保険についてはこ
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れが児童の健康保護の通常の方法である国に限って考察している。住宅給付については,建 物







は同一世帯における5人 目以上の子供 に手当を支給し,そ の後手当の対象は第3子,第4子 に
ゆ
拡大された。 ナチスの家族政策は,家 族を讃えた幾多の宣言にもかかわらず,結 局のところは,
くわ
「家族の諸機能を,生 殖という圧倒的な任務に故意に縮少 した」 も同然である,とRalph
Dahrendolfは 述べている。この制度は1945年 に ドイツの崩壊で中止されたが,ま ぎれもない
出産奨励 ・人口政策の一手段であった家族手当の記憶は,戦 後 も人々の脳裡か ら消え去らず,
ナチ政策への反発が戦後の ドイツの家族政策 に深い影響を及ぼした。多 くの社会福祉施策は家
族責任への干渉のゆえに疑念をもってみられ,と りわけ家族手当に対する人々の態度に及ぼ し
た影響は著 しかった。家族政策は,「たとえあからさまにではなくて も,人 口政策の一手段であ




て採用する時には多 くの反対があり,実 施された西 ドイッの制度は,同 時代のヨーロッパの水
準 と比べて大層貧弱なものであったし,ま た児童扶養に対す る援助の重点は,直 接的な現金給
付よりも児童に関する租税の軽減に一層の比重がおかれていた。
1954,55年 の児童手当法は雇用関連方式によって始められ,通 常は18歳 まで,学 生や障害児
に対 しては25歳 までの第3子 以降の各子に,月 額25マ ルクの定額給付を支給した。手当の財源
は雇主の拠出によって調達され,児 童手当は 「家族賃金」を形づ くるための被用者の通常の賃
金を補足するものとみなされていた。
1960年 代には,さ らに2つ の法律が児童手当の支給対象を第2子 に拡大 し(受 給資格は平均
賃金を下まわる世帯に限定された),財 政責任を事業主から連邦予算に移した。まず1961年 に
は,一 定所得以下の者に限って,連 邦財源による第2子 への児童手当が支給 され,つ づいて連
邦児童手当法が制定された1964年 以後は,第2子 と第3子 以降の両制度を統合し,す べての費
用を国庫負担にする方式をとった。これによってはじめて児童のための給付は社会的市場経済の
有効な働きに不可欠の一部として受 け入れられるようになり,次 第に新世代への社会的投資の
一部としての児童扶養という新 しい概念へと移行 しは じめたといえる。 この変化は,当 初は経
済成長を維持することへの関心によって誘発されたという面が強く,1960年 代には経済発展を
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促進する上での家族の影響や,社 会投資の役割について活発な論争をみている。さらに過去10







童扶養控除は新 しいユニバーサルな児童手当制度に代え られ,そ の制度の下で給付は非課税 と
なり,親 の雇用状態や所得額に関係なく第1子 からすべての子供に支給されている。児童に関
す る税の扶養控除はほとんど(全 部ではないが)廃 止された。この改革は大人に対する非課税
額の価値の80%増 を含む広範な税制改革の一部として実施されたものである。
現行の児童手当は連邦青少年 ・家族 ・保健省の政策責任下にあるが,監 督責任は連邦労働 ・
社会省 にある。一般的には地方雇用事務所を通 して2カ 月毎に支払われ,受 取人は父親か母親
のどちらでもよい。親が離婚 したり別居 している場合には,子 供の監護責任を負っている親に
支払われる。通常の年齢制限は18歳 までであるが,学 生及び職業訓練生には所得制限付 きで27
歳まで支給され,特 別な状況の下では更に2年 延長されることがある。また,自 発的に社会奉
仕を行 っている者には,18歳 の誕生日をこえて も支払われることができる。18歳 以上23歳 未満
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1975年 以降の児童手当は,確 かに有子世帯のうち或る部分の貧困緩和には役立っている。社
会扶助統計によれば,他 に所得源(た とえば失業保険給付)の ある有子世帯で扶助を受給 して




た。また,西 ドイツ政府が1975年 に議会に提出した家族についての報告には,児 童手当も社会
　の
扶助 と同 じようにインデックス化する必要があると述べられているが,こ れも実現されなかっ
た。現在も児童手当は物価にも賃金にもスライドしていない し,3子 以上の世帯を除いて,賃
金や大人の税控除額の増額と一致 して改訂されてはいない。
こうした理由で,児 童手当の一層の増額は確かに歓迎されるだろう。しかしなが ら,い ま西
ドイツが直面 している財政問題を考えると,ユ ニバーサルな社会保障給付の増額は期待できな
い。1982年1月 には公共支出削減の一環として,第2子,第3子 に対する児童手当は減額され,
年齢制限は16歳 に引き下げられた し,将 来的には全ての児童手当(ま たは児童手当の増額部分)
くみ
は,所 得調査を条件 とすべきだという意見 も最近提唱されてきている。しかし,そ うしたアプ
ローチは貧困と闘 うにはより効果的であろうけれど,非 常に複雑な制度 と低い申請が避けられ
るという保障はない。
西 ドイツの児童手当は年齢に比例 して逓増はしない。その代わ りに教育手当があり,通 常の
児童手当に加えて第6学 年以降か ら児童に支払われる。この手当は所得調査を条件とし,1980
年1月 の毎月最低支給額は,親 許で生活 している学童に対する260マ ルクから,家 庭を離れて
暮らしている学生への620マ ルクまでにわたっている。所得調査は親の所得ならびに学生の所
得を考慮に入れる。 この手当の受給者は年に4,200マ ルクまでの教育費控除を請求することがで
き,国 が支払 う手当の分はこの控除額か ら差 し引かれる。
〈所得税 ・社会保険料〉
西 ドイツでは大半の人々にとって,直 接税は所得税,教 会税及び直接税に準 じる社会保険料
の個人負担分を意味す る。イギリスの地方税に最も類似 している財産税は,地 主(家 作主)に
対してだけ賦課 され,地 方の所得税というのはない。個人所得税は数多 くの控除費目,夫 婦の
所得分割に対する権利を含めて,税 の面での完全な両性の平等を特徴としている。児童に関す
る扶養控除は1975年 に廃止されたが,教 育費控除や単親に対する控除があり,ま た1980年 か
ら実額控除方式の児童養育費控除を認めている。




児 童扶 養 シス テ ム に つ い て の 一 考察 37






個人所得税は22°oから56%ま での累進税率であり,最 初の階層の所得額に対 してゼロの税率
を適用する。具体的には,単 身者に対する課税所得の最初の3,690マ ルク,夫 婦に対するそれの
7,380マ ルク未満は1'.税,す なわち税を免除される額である。次の課税所得,単 身者で12,310
くぬ




れ る と,毎 月3,150マ ル クか ら
4,200マ ル クまで の 所得 に対 して
は10.5°oの 強制 的 な社 会 保 険 料
が適 用 され,4,200マ ル クを上 ま
わ る賃 金 に対 して は強 制 保 険 料
は な い。 疾 病 保 険 料 は疾 病 金 庫
に よ っ て4°oか ら7°oと 異 な る
が,平 均 料率 は約5.7%で あ る。
1980年1月 の 社 会 保 険 料 率 は
表2の とお りで あ る。
表2社 会保険料率
1980年1月
















義務教育は子供が6歳 になるとはじまり,合 計 して最低9年 の学校教育を受けねばならない。
義務教育の授業料は無料であるが,教 料書や学用品の費用は地域によって負担の有無が異なる。
授業時間は午前8時 か ら午後1時30分 まで(6時 間で各45分)で ある。昼食は用意されないが,
ミルクまたはココアが無料で入手できる学校もあ り,こ れはECか ら補助金が出ている。学校
への通学交通費は無料(地 方部)か,ま たは18歳 までは大人の運賃の半額かどちらかである。
くロ
1978年 に は スク ールバ ス の費 用 と して,当 局 は生 徒1人 当 り..均65マ ル クを負 担 して い た 。 こ
の数 字 に は公 共 交通 機 関 の割 引 の費 用 は含 まれ て い な い。
〈保健医療〉
西 ドイツの疾病保険制度は人口の約92°oを カバーしており,そ のうち約6°oは 任意加入被保





は11.93%で ある。被保険者,家 族とも原則10割 給付である。1983年1月1日 より入院給付に
ついては最高14日 間1日 当り5マ ルク,保 養治療給付については1日 当り10マルク(18歳 未満
の子供は免除される),薬 剤給付については1剤 当り2マ ルク(16歳 未満の子供は免除される)
ほロ
などの一部負担を伴 うが,子 供は,お おむね妊婦や特別困窮者や長期疾病者と同様にこれらの
負担を免除されている。
〈住宅手当〉
西 ドイツの住宅手当は,世 帯規模,世 帯収入及び住宅費を限定することによって借家人も持
家所有者も利用できる。重要な基準は,住 宅手当を申請 している家屋に居住 していなければな
らないということである。ふつう,受 給権のある期間は1年 間であり,手 当は毎月又は年4回
前払いで支払われる。家族数がふえたり,住 宅費が15°o以上上昇 したり,世 帯収入が15%以 上
減ったりする場合には,手 当は年度途中でも増額 される。また,そ の家屋に居住 しな くなった
場合や,住 宅手当を適正な使途に用いなかった場合などは受給権を失 う。
給付額の考慮に入れ られる3要 素のうち,世 帯規模は一時的に不在の学生等 も含めてその世





的な夫婦 と2子 の世帯に対する住宅手当の所得上限は,平 均賃金を約14%上 まわっており,そ
の世帯が他にも控除を受ける資格がある場合などは,こ れよりも高 くなる。家賃や持家住宅費
は一定の上限の範囲内でのみ手当を受けられる資格があり',それは世帯員数,居 住地域の人口,




メガヴァル ・ド・ボア工場ではじめて実施 した。この制度はその後,鉄 道,銀 行,化 学工場,
公務員の一部で,ヱ9世 紀が ら20世 紀は じめにかけて採用された。もっとも,こ の頃の家族手当
は労務管理のねらいが強 く,使 用者の恩恵によるものであり,普 及 した範囲もそう広くはなかっ
た。
家族手当が急速に普及 したのは,第 一次大戦中およびその直後であった。当時,物 価が急激
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に上が り,労 働組合の賃上げ要求が高まったので,使 用者側は基本賃金を据え置き,生 計費を
補助する形で家族手当を出しはじめた。 しか し,家 族手当を支給する企業は支給 しない企業に
比べて競争上不利となる。 このデメ リットを除去するため,考 え出されたのが補償金庫であっ
た。グルノーブル地方で金属工場を経営 していたエ ミール ・ロマネの尽力により,1918年 にこ









きるようにするため,各 種の社会立法の基礎を提供するものであり,家 族手当に関 しても自営
業者を含めて全ての労働者に適用範囲を拡大 したが,第1子 に対する家族手当を廃止した。こ
の決定は経費負担の面を考慮 してなされた ものであるが,一 つには,大 抵の家族は財政的援助
がなくて も第1子 は出産するので,第2子 以降に給付が利用できるとき,よ り費用の効率的利
用につながるだろうという考え方と結びついていた。
現行制度の基礎となる法律は1946年 の家族手当法であり,働 くことのできない人々に対 して
も経済的活動の範囲を超えて家族手当の適用範囲を拡大 し,手 当額を第2子 に対しては平均賃
金の20%に,第3子 以降に対 しては30°oにふやした。しかし,1946年 以後,家 族手当と賃金
との結びつきは維持されなかった し,家 族手当はその実質的価値を維持 してこなかったといえ
る。








ける者,障 害児などについては20歳 までとされてきたが,1980年5月14日 の政令はこのよう
な扱いを改め,年 齢要件を緩和することとしている。その代わりに支給 される手当の総額が最
低賃金の55°oを こえることができないものとされている。フランスの家族手当は児童の年齢 と
児童数 によって変わる。すなわち,後 順位の児童に対 して給付類が逓増するだけでなく,児 童
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の養育費がその成長に応じて上昇す ることを考慮 して,10歳 以上の子に年齢による二段階の割
で　ロ




以降の子には30°oと定められたが,そ の後賃金との結びつきが こわされ(財 政的に不可能とさ
れた),政 令で定め られた 「算定基礎月額」の一定比率で決定され,そ の引き上げは事実上間接
的に物価の上昇に応 じて行われることとなった。か くしてこの数値を基準として算定された家
族手当は,定 期的に上昇する賃金と同 じようには上昇せず,そ の価値は以来減 りつづけている。
くユの
1970～77年 の期間中,家 族手当はSMIG(全 産業的最低保障賃金)の146°oの 上昇に比べて,
わずか90%の 増額にとどまった。とはいえ,家 族手当は多子世帯の生活水準に対して大層重要





家 族 手 当 月 額 対SMIG比 対平均賃金比
10歳 未 満 の2子 に対す る合 計額
10歳 未 満 の3子 に対 す る合計額










10歳 未満 のそれ以上の各子 につ き 388 16.0 8.3
10～15歳 の 各 子 に対 す る増 額







注:(1)子 供 が3人 未 満 の世 帯 の 最 年 長 児 を除 く。
資料:ClaudeAmeline&RobertWalker,`France:PovertyandtheFamily',inR.
Walkeret.al.(eds.),op.cit.,p.201.
家族 補 足 手 当 は,以 前 の単 一 賃 金 手 当,主 婦 手 当,保 育 費 手 当 に代 わ って,1977年7月12日
の法 律 に よ って採 り入 れ られ,1978年 以 後 実 施 されて い る。 家 族 補 足手 当 は,(1)3歳 未 満 の
子供 が1人 以上 い る こ と,又 は3人 以 上 の 子 供 が い る こと,(2)世 帯 収 入が,扶 養 児 童 数 によ っ
て 定 め られ て い る上 限 を こえ な い こ と,と い う2つ の 条件 によ り支 給 され る。 手 当 額 は1983年
7月 現在 で616フ ラ ンで,子 供 の数 や年 齢 に 関係 な く一 律 額 で あ る。 所 得 上 限 は前 年 度 の課 税
所 得 に も とつ い て お り,上 記 の(1)に 該 当 す る世 帯 の 約3分 の2が 手 当 を受 給 で き る程 度 の 水 準
に定 め られ て い る。 家 族 補 足手 当 は 家 族手 当 と と もに毎 月 支 給 され,ふ つ うは父 親 に支 払 わ れ
る。
学 校教 育 費 手 当 は,学 年 の は じめ に学童 の 必要 品 の 費用 の一 部 を負 担 す るた め,1974年 に採
用 され た 。 学 年 の は じめ は学 童 の 衣 服 や所 持 品 が 購 入 され,家 庭 に特 別 な負 担 を与 え る時 期 で
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ある。 この手当は所得制限があり,他 の家族給付を受けている1人 以上の扶養児童のいる家庭









ゆるn分n乗 法では家族 一 夫,妻 および18歳 未満の子供 一 全員の所得を合算 し,基 礎控除
として所得に比例的な所得控除が,ほ ぼ家族数に応 じた形で一定限度額まで認められる。次に
社会保険料と基礎控除を引いた後の所得を家族数(た だし,通常子供は0.5人 として扱われるが,
障害児の場合は1人 として計算 される)で 割 った所得額に対する税額を求め,そ の額に対 して
先の係数(家 族数)を 乗じて課税額を得る。所得を家族数で割った家族1人 当りの所得に対す
る税率は5°oか ら60°oに至る累進税率で,最 初の所得(1980年 で家族1人 当り8,725フ ラン未
満)に 対 してはゼロの税率が適用される。累進税制の下での所得に比例 した基礎控除,扶 養す
る妻や子に対するn分n乗 法は,明 らかに高額所得の世帯に有利であり,課 税最低限を下 まわ
る所得の世帯にとっては少 しも利益がない。1980年 には,SMIGに 等 しいかそれ以下の合算
所得のある全ての夫婦は,子 供の数に関係な く課税最低限以下であった。さらに,も し直接税
だけでなく間接税 も考慮に入れるな らば,低 所得世帯に対する税システムの不利は恐らく給付
の重要性をしのぐことになろう。
フランスにおいて1980年1月 現在で被用者が支払 う保険料は表4の 通りである。家族給付は
月に最高5,010フ ランまでの賃金の9°oを 事業主が拠出 し財源を賄っている。
表4部 門別保険料率(被 保険者分のみ)
部 門 支 払 率 考慮に入れ られる賃金上限(月 額)
1.社 会 保 障
00 フ ラ ン
疾 病,出 産,障 害,死 亡 5.50 総給与
老 齢 年 金 4.70 0～5,010
2.付 加 年 金
(公務員以外の最低限) 1.76 0^-15,030
3.失 業 保 険 0.84 0～20,040
(公務員は次の付加年金を支払 う) 2.06 5,010～20,040
資 料:J.BradshawandD.Piachaud,op.Clt,p.61.
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〈教 育〉
州立学校では初等 ・中等学校の授業料は負担 しなくてよいが,最 近まで教科書や学用品の購
入費は各家庭の負担であり,こ れが学校教育費手当の採用理由の一つであった。現在は小学校
では,地 方当局が教科書を用意 し無料で生徒に貸与 しており,ま た練習帳などの補助教材費を
負担 している。他の学用品等は自己負担である。中等学校の子供に対 しては1977年 以来,文
部省が教科書を贈与又は貸与の形で用意する責任を次第に引き受けるようになり,今 では中等
学校の1～4年 の子供にまで及んでいる。 しか しながら5年,6年 及び最終学年の子供の教科
書代は自己負担である。また学用品は中等学校では全て個人的に購入されねばならない。
学校給食の支給は,小 学校については地方当局または学校基金の責任である。親は給食費の













70%で あり,患 者はそれぞれ25%ま たは30%の 自己負担をしなければならない。ただ し,医 療
費のうちでも償還率は費用の性質に左右され,30日 以上の入院や主な手術,高 価な治療を要す
る疾病の医療費等については100%償 還される。一方,軽 度の疾病の治療に使用される薬剤




も利用でき,持 家の建築 ・購入 ・改築等で低所得者を援助 したり,移 転費にも利用できる。借
家人に対する住宅手当は,設 備の性質,所 得,世 帯規模,住 居の家賃に左右される。住居が居
住性や健康に関する各種の要件を充足することが必要とされる。所得は前年度の純課税所得が
その世帯の所得 とされ,こ の所得 と扶養児童数にもとついて最低家賃が定められている。住宅
手当は最低家賃 と実際の家賃 との差額の一定比率として計算される。この比率は世帯規模 と純
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所得の両方によって決められるので複雑であるが,最 低家賃 と実際の家賃の差額の67%か ら90
00の範囲にわたっており,大 抵は差額の約80%が 住宅手当として支給されている。子供のない





け減額 される点が特徴である。控除は,そ の世帯の扶養家族2人 に対 しては地方自治体におけ
る住宅の平均評価額の各10°o,そ れ以上の扶養家族(18歳 未満の子供と同居老親)に 対しては
ねロ
各15°oで ある。この特別控除は地方 自治体によっては一定限度まで増額することができる。住




家族手当は,1939年 に被用者の第3子 以降の子供に対 して初あて採用された。その後1946
年までに被用者の全児童に受給権iが拡大され,1951年 には低所得の自営業者の第3子 以降の子
ゆの
供にもその適用範囲を拡大 した。主な立法は1963年 に制定され,次 の4つ の制度を開始 した。
(1)一般家族手当法は,オ ランダの全居住者の第3子 以降の子供に家族手当の受給資格を与え
た。(2)被 用者家族手当法の下では,公 務員を除く被用者と若干の他 の範疇の市民が第1子,
第2子 に対す る家族手当の受給資格を与えられた。(3)公 務員家族手当制度の下では,公 務員
の第1子,第2子 に対する家族手当を支給 した。(4)自 営業者家族手当法は,所 得が21,150フ
ローリンから21,800フ ロー リン(1979年)の 自営業者の第2子 に対 して,ま たこれより低い所






制度の大きな変化は1974年 に生 じた。 これ以降家族手当は非課税 とされ,税 制の児童扶養控
除は家族手当の非課税分だけ減 らされることになった。家族手当(1973年 以来,凍 結された第
1子 に対する家族手当を除 く)は,6カ 月毎に所定の方法により賃金の上昇に合わせて調整 さ
れるが,一 方税額表や非課税額(児 童 に関する租税控除も含めて)は 物価(上 昇率の:!'.)に
合わせて調整 されることになっていた。このため,児 童に対する家族手当と税の控除を合わせ
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むロ
た純給付は物価指数の上昇の80%を 補償するよう調整すると定められたが,賃 金が物価 より急
激に上昇したので,補 足的な形で残 されていた児童扶養控除は段階的に縮少され,第4子 以降
の場合には1977年 に廃止される結果 となった。他方,第1子 に対 しては1973年 か ら家族手当
が1972年 水準で凍結されているので,逆 に税制の扶養控除は増額される形となった。第1子 に
対する家族手当を凍結した目的は,家 族手当に要する費用の削減にあったのだが,実 際には税
制の扶養控除の増額により元の状態に戻 ってしまうという現象をもたらした。
1979年 には新立法 により被用者家族手当法 と自営業者家族手当法が廃止され,現 在は一般家
族手当法の下でオランダの全居住者に,第1子 以降全ての子供に対する手当が支給されている。
引続き残っていた第3子 までに対す る所得税の扶養控除も廃止された。
1980年 からオランダの家族手当制度は,次 のような特色をもっている。① 家族手当は16歳
までの子供 に対 しては,無 条件で支払われる。全日制教育を受けているか又は障害や慢性疾患
がある場合は27歳 まで支給される。② 原則として,16歳 未満の学童および27歳 までの障害児
'は
,主 として親に扶養され,か つ教育 もしくは障害のため家庭を離れている場合には,家 族手
当の計算に関 しては2人 と計算され,2倍 の家族手当が支払われる。③16～27歳 の学生に対
しては,主 として親に扶養され,か つ親許で生活 している場合には2人 と数え,2倍 の家族手
当が,ま た親許を離れて生活 し親が生活費を与えていない場合には3人 と数えて3倍 の家族手
ゆゆ
当が支払われる。④ 家族手当は児童の出生順位により変化 し,児 童数が増えるとともに増加
する(表5参 照)。 ⑤ 第1子 に対する手当は,1973年 以来凍結されているので,比 較的低水準
である。1979年1月1日 以降に生 まれた第1子 に対 しては,そ の子が3歳 になるまで通常の第
1子 に対する家族手当の半額であり,こ の措置は経費節減のため採 り入れ られたものである。
⑥ 第2子 以降に対する手当は,6カ 月毎に,賃 金の上昇に合わせて調整 されている。 しか し
1982年1月1日 からは,全 ての手当が国内小売物価指数に合わせて調整されることになってい
る。⑦ 家族手当は,子 供を扶養す る責任を負っている親(一 般的には父親)に 対 して年4回
支払われる。
1980年 の家族手当の費用は73億1千 万フローリンで,こ のうち38億 フローリン(52°o)は
中央政府から繰入れ られ,残 りは社会保障拠出金によっており,事 業主が年46,400フ ローリン
　の
(1980年)ま での賃金の2°oを 拠出 している。
1980年3月31日 付でオランダ政府は家族手当の再編成のための3つ のモデルを提案 し,社 会
経済審議会 に意見具申を依頼 した。諮問を受けた同審議会は,1981年4月 に子供の年齢によっ
て差を設けた家族手当の採用に対する中間勧告を発表 している。その中で,表6に 概要を示 し
た70対100対130の 比率(家 計支出調査の結果とも一致している)に 従って,0～5歳,6～11
歳,12～17歳 の年齢群に対 して1982年1月1日 から家族手当額に差を設ける提案に全員一致
で賛成 した。より年長の児童に対する勧告は,教 育補助金の新制度採用まで延期された。勧告
は1979年 の経済措置として採用された3歳 未満の第1子 に対する家族手当が,通 常の第1子 の
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半額 とされていることの廃止 と,3歳 未満児に対する給付水準引上げも含めて同じ期間内に全
児童に関して,徐 々に前記の年齢群別に給付を段階づけることを提唱している。
表5オ ランダにおける家族手当の価値1980年1月
出 生 順 位
毎 月 の 家 族 手 当 (1)
対 最 低 賃 金 比
(2)
対形式賃金比
(a)1子 当 た り (b)累 計
1979年1月1日 以 後 に誕 フ ロー リ ン フ ロー リン
00 00
生の3歳 未満の第1子 520 520 3 2
1978年 以前に誕生の
第1子 1,036 1,036 6 5
第2子 1,680 2,716 16 12
第3子 1,692 4,408 25 20
第4子 2,044 6,452 37 30
第5子 2,044 8,496 49 39
第6子 2,256 10,752 62 49
第7子 2,256 13,008 75 59
第8子 以降 2,484 15,492 90 71
注:(1)23歳 以 上 の被 用 者 の最 低 賃 金 は,年17,300フ ロ ー リンで あ る。
(2)形 式 賃 金 は 中央 企 画 庁 に よ り採 用 され た行 政 上 の概 念 で あ る。 それ は大 ま か に 言
え ば オ ラ ンダ に お い て,16歳 未 満 の2子 の い る被 角者 が稼 得 す る最 も一 般 的 な 賃
金 と考 え られ る。 年 に正 味21,870フ ロー リンで,こ の額 は最 高 額 の 強 制 健 康 保 険 料




6～11歳 群に対 して支払われる家族手当を100と した場合の比率
移行年度 0～5歳
1981年 以前誕生 1982年 以 後 誕 生(1) 第1子(0～2歳)
6～11歳 12～17歳
1982 95 70 50 ioo 107.5
1983 90 70 60 ioo 115
・・. 85 70 70 ioo 120
1985 80 70 70 ioo 125
':・ 75 70 70 ioo 127.5
1987 70 70 70 100 130
注:(1)0～2歳 の 第1子 を 除 く。
資 料:WimHuizing,ibid.,p.224.
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〈所得税 ・社会保険料〉
オランダでは所得税における児童扶養控除は1979年 以来廃止されている。基礎控除は35歳
までの単身者は6,087フ ローリン,35歳 をこえる単身者には8,183フ ローリン,既 婚男子および




者控除もしくは世帯責任への配慮と考え られる。16歳 未満の子供が1人 以上いる単親世帯の世
帯主が家庭外で就労 している場合には,さ らに3,361フ ローリンの最高限度額まで純所得の4分
の1の 特別控除がある。個人所得税は18°oか ら72°oまでの累進税率である。
社会保険料は次表の通 りである。さらに年40,250フ ローリン未満の被用者に対 しては,1日
132フ ローリンの最高額まで,4.05°oの 健康保険料の負担がある(現 金給付 と医療給付は制度
的には分離 している。保健の項参照)。
表7社 会保険料率
被用者の保険料率 上 限 賃 金
国民保 険制度 老 齢 年 金 法 10.25°o 年 額46,400フ ロ ー リ ン ま で
寡 婦 ・遺 児 法 1.35 〃
被用者保険制度 疾 病 給 付 法 1.25 日額235フ ロー リンまで
障 害 保 険 法 7.05 〃
失 業 保 険 法 0.625 〃
資 料:J.Bradshaw&D.Piachaud,op.Clt,p.90.
〈教 育>
16歳 まで学校教育は無料である。教科書は初等教育の子供には無料で支給 されるが,中 等教
育の生徒に関しては自己負担である。学校給食は一般的には利用できない。小学校では必要が1
あれば ミルクが週 に4日 支給 される。 ミルクは週 に1.25フ ローリンの費用負担があり,費 用
免除制度はない。実際の費用は無論もっと高いが,地 方当局が補助金を交付 している。通学
費負担制度というのはな く,学 校は子供のすぐ近 くの生活環境の中で利用できるよう法律によ
り規定されている。中等学校生徒で,宗 教上,教 育上または心身上の理由でその地域の学校へ







下 に加入させ られる。保険料率は8.1°oで労使折半負担である。医療保障は地域医療,薬 剤,歯





に対 し毎月95.60フ ローリンの保険料(妻 も同額)を 支払い,子 供 ははじめ3人 の子に対 して
　の
52.90フ ロー リンの保 険料 を支 払 い,そ れ 以 上 の子 供 に つ い て は無 料 で カバ ー され て い る。
〈住宅手当〉
オランダの家賃補助金は所得制限があり,家 族手当を除く前年の所得が一定限度額(1980年
で40,000フ ローリン)を こえない人々に利用でぎる。 この補助金はスライド制で,家 賃 と所得
に関連づけられているが子供の数によっては変化 しない。家賃補助金を受けられるのはほぼ平均





の貧困は早 くから認識されていたし,ま た両大戦間の出生率の低下に対する関心から,所 得を
家族のニーズに応 じるよう調整するためにも家族手当が必要 と考えられていた。ベヴァリッジ
報告 は,家 族手当がイギ リス社会保障制度の改革 に不可欠の構成要素であることを認め,か つ
また多子の養育が貧困問題の大きな原因となっていることを重視 して,「子供を養育するための
経費は,そ の親と社会との間で分担 されるべきである」という考え方か ら,家 族手当制度の創
設を勧告 した。家族手当はべヴァリッジ勧告よりも低 い率ではあったが,2人 以上子供のいる
世帯に対 して1946年 から支給された。また,第1子 を含めて有子世帯は児童の扶養控除を受げ
ることができ,所 得税の支払額を減らすことができた。
最初の30年 間の家族手当額の変化は,1946年 の0.25ポ ンドから1975年 の1.50ポ ンドへの
上昇で全 くわずかであった。成人男子肉体労働者の平均賃金の比率として,児 童扶養控除と合
くヨの
わせた2子 に対する手当は,1946～47年 の9.3°oか ら1973～74年 の6.3°oへと低下している。
家族手当と併行して作用していた児童の税控除システムは家族手当以上の価値があり,一 時期
それは家族手当の費用の2倍 以上にもなっていた。累進課税の下では児童の税控除は高額所得
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世帯ほど多 くの利益を与え,課 税最低限以下の所得の世帯には何の利益も与えない。この不公
平は長い間認識されていたが,1975年 に新 しい児童給付法が成立 し,1977年 か ら3年 間かけ
て段階的に児童扶養控除を縮小廃止 し,児 童給付に統一 した。しかし2子 世帯の児童給付 は
ロヒ　
1978～79年 には平均賃金の7.5%で あり,ま だ1946年 の水準を下まわっている。1984年4




反 して)差 を設けることを認め られなかった。イギ リスにおける現在の論争は,児 童扶養の価
値に集中 している。有子世帯は人口の他の階層と比べて暮 らし向きが悪 くなっている。年金そ
の他の給付は賃金に比例 して改善された(1970年 代遅 くと1980年 代初めには幾 らか低下 した)









1946 1955 1960 1965 1970 1975 ・'1 1981
夫婦と11歳未満の1子 :・ ・ 107.6 88.4 ::・ 70.9 65.9 101.3 100.0
〃11歳 未 満 の3子 107.0 131.2 111.8 110.5 87.2 82.3 101.3 100.0
〃11～16歳 の1子 :・ ・ 107.6 109.5 109.5 86.5 75.0 101.3 ioo.o
〃11～16歳 の3子 107.0 131.2 129.3 129.3 102.9 92.0 101.3 ioo.o
夫婦の退職年金の比(2)
率 としての児童扶養
(3) (4) (4) (4) (4) (4)
11歳未満の2子 57.1 58.5 44.3 32.4 25.9 20.9 21.9 22.2
(3) (4) (4) (4) (4) (4)
13～15歳 の2子 57.1 58.5 53.5 38.3 30.4 23.4 21.9 22.2
注:① 特 に述 べ て い な い場 合 は各 年11月 。
② 児 童 扶 養 控 除,clawback後 の 家 族 手 当,ま た は児 童 給 付 を合 わ せ た,標 準 税 率納 税
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合には夫だけが請求できる。世帯所得補足は児童給付を除く総所得が1983年4月 で1子 世帯で
週82.50ポ ンド,子 供が1人 増す毎に9。00ポ ンドを加えた所得に満たない場合に,総 所得と定
められた限度額 との差額の50°oが支給される。支給額の上限は1子 世帯で21ポ ンドとなってい
る。資格査定は毎年5週 間の賃金にもとついて行なわれ,一 たび決定されると世帯の暮 らし向
きの変化に関係なく,1年 間同額である。
〈所得税 ・社会保険料〉
イギ リスでは,夫 婦世帯の場合には原則 として,妻 の所得はすべて夫の所得に合算され,夫
に対 して課税 され る。夫婦世帯の場合の基礎控除は,単 身者用の基礎控除1,165ポ ンドに既婚
ゆ
男性控除650ポ ンド(い ずれも1980年1月 現在)が 加わって1,815ポ ンドとなり,単 身者の基
礎控除の1.5倍 強である。イギリスには配偶者控除というものが存在 しないが,こ の既婚男性控
除を配偶者控除と考えることができる。なお,イ ギ リスではこのほか,勤 労所得のある妻に対
して,勤 労所得についてだけであるが,個 人を単位 とす る課税を選択することも認められてお
にお
り,こ の場合には夫 ・妻ともに基礎控除だけが認められる。所得税の児童扶養控除は,児 童給
付の導入にともない1979年 に廃止された。個人所得税率は25%か ら60°oにいたる累進課税で
ある。国民保険料は1983年4月 現在で年間12;220ポ ンド(週235ポ ンド)ま での賃金につい





64.1°oが給食を受けていた。給食を受けている大半の児童は1食 につき30ペ ンス,週 に1.50ポ
ンドの給食費を支払っている。世帯所得補足または補足給付を受給する世帯は,自 動的に無料
の学校給食を受ける資格がある。さらに純所得(税 ・社会保険料,住 宅費,労 働経費,母 親の
所得の うち4ポ ンド,そ の他の控除後の所得)が 一定限度額を下まわる場合 も,無 料の学校給
食を利用できる。これは扶養児童数により所得限度額が変動 し,所 得により無料給食の受給資
格のある児童数が異なる。学校給食は国庫補助金を受けており,家 庭が支払う給食費はその一
部負担を意味す る。1980年2月 には学校給食の価格は1食 につき35ペ ンスとなったが,そ の
後の学校給食に対す る補助金削減 と,補 足給付 ・世帯所得補足受給世帯以外の低所得世帯への
無料学校給食支給を地方 自治体に義務づけることの取り消し,給 食費負担の上昇は,子 供のい
はの
る多くの世帯の生活水準を引き下げる結果をもた らしている。通学については,最 も近 くの学
校が8歳 未満の子供の家庭から2マ イル以上,8歳 以上の子供の家庭か ら3マ イル以上の距離
にある場合には,通 学のための交通手段を整える義務がある。もし特別な通学手段が用意され





イギリスでは1946年 の国民保健サービス法の下で,疾 病予防や リハ ビリテーションを含 め
た包括的な医療サービスが全居住者を対象として提供されている。この制度を通 して家庭医お
よび専門医の医療,入 院治療,地 域保健 ・学校保健など広い範囲の保健サービスが提供されて
いる。制度創設以後,歯 科治療と義歯,処 方箋及びめがねの処方に一部負担が導入された。 し
か し,ユ6歳 未満の児童,出 産前後の母親,世 帯所得補足や補足給付水準以下の低所得世帯等は
一部負担を免除されている。
〈住宅手当〉
イギ リスの住民の住宅費は地方税(固 定資産税)と 家賃か ら成る。これまで貧困者や低所










外の低所得者の場合は,こ れまで同様あらか じめ定められている生活必要基準額 とその世帯の
支払能力を比べて補助額を決定する。生活必要基準額は1983年 で単身者で週41.40ポ ンド,夫
婦で週61.00ポ ンド,そ の上に子供1人 につき11.40ポ ンドが追加される。地方自治体に補助
を申請する人の所得がこの基準額に等 しい場合,家 賃 ・地方税の60°oが補助されるので,そ の
世帯は40%の みを支払 うことになる。申請者の所得が基準額を下回る場合,そ の差額の25°oの
額が家賃の・1'.助 額に上のせされ,差 額の8%が 地方税の60°o控除額に上乗せされる。所得
が基準額を上回る場合は,そ の差額の2ユ00の額が家賃の60°o補助額より差 し引かれ,差 額の7
ぐヨお
00の 額 が 地 方 税 の60°o控 除額 よ り差 し引 か れ る
。
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矼 制度 ・施策別 にみた各国の特色 とその水準比較
各国の児童扶養システムの概要はみてきた通 りであるが,次 に有子世帯に対する個々の制度 ・




この調査は世帯規模 と所得水準の異なる幾つかのモデル家庭を設定 し,通 常の状況において
モデル家庭が家族手当,税 制および主要な社会サービスを通 して児童扶養のために受けとって
くヨの
いるものを評価 している。調査の中心 となるのは有業人員が1人 の勤労者世帯であり,子 供の




該当す る9～12歳 の範囲に限定 し,学 齢前や義務教育以上の年齢の子供を外 して考えている。
これは就学前の児童のための保育 ・教育の用意は質 ・量 ともに国による差が大きいこと,ま た,
それが母親の就労機会の多少にも関連 し世帯収入にも影響を及ぼす と考えられたためである。
児童の扶養に対する公的援助は世帯の所得によって異なる場合が多いので,所 得水準 につい
ては各国の製造業男子労働者の平均賃金に基礎をおき,平 均賃金の3分 の2,平 均賃金および
平均賃金の1.5倍 の3つ の水準(各 国の勤労者世帯の大多数がこの範囲に含まれる)を 例に挙げ




購 買 力 平 価(1) 消費者物価② 消費者物価の変動 推定購買力平価
1975年=100 予 想 率(3)197911
1975年 1979年 第 皿 ・4半 期 ～19801(年 間 率) 1980年1月
西 ドイ ツ ・:・ 116.7 5 4.47
フ ラ ン ス 11.88 146.8 11 10.02
オ ラ ン ダ 6.52 126.2 53/4 4.61









家族手当は,世 帯の被扶養者を対象として,公 的に支給される定期的な現金給付で,対 象が
児童に限定される場合が多いが,児 童期をはるかにこえて高等教育を継続 している人々に利用
できる国々もあり,ド イツ,オ ランダの場合には学生に関しては27歳 までである。教育年限の
長期化が進むなかで,こ の間の教育費等を含む家計負担の増加に家族手当は弾力的に対応 しよ
うとしている。なお障害児に対 しては年齢制限を撤廃するか,年 齢延長の措置がとられており,
西 ドイツは年齢制限なし,オ ランダは27歳 までとなっている。
また,家 族手当は拠出,雇 用の中断,労 働不能を受給要件としない点で,社 会保険と異なっ
ている。たとえ所得制限がある場合で も,補 足制の原則によらない点では,公 的扶助とも異な
る。そのうえに,所 得補償的機能をもつ社会保障の他の現金給付とちが って,所 得補足的な機
能を備えている。4ケ 国の家族手当 ・児童給付には,所 得に関連づけられないユニバーサルな
給付方式と所得調査を要求される給付方式によるものとがあり,西 ドイツ,フ ランス,イ ギリ
スには両方の形のものがある。フランスの家族所得補足は平均賃金かそれを上回る所得のモデ
ル家庭で も給付を受けることができる。西 ドイツの教育手当は平均賃金の3分 の2の 所得水準





ている。フランスは1978年3月 の政令で,家 族手当の支給に 「職業活動」の条項を廃止 し,
フランスに居住 し,子 供を扶養 している者には誰にでもこれを支給す ることにした。これより
先,1961年 に西 ドイツは雇主が負担 していた従来の方式から一部(第2子 に関する手当)に 国
庫負担方式を採 り入れ,1964年 には雇主負担の方式を捨てて,す べての費用を国庫負担にする
方式をとった。
1970年 代における4力 国の家族手当の価値は表10の 通 りである。これは15歳 未満の子に対
する価値の分析であるが,15歳 未満の全ての子供(と くに第1子)が 給付を受けているとは限
らないし,一 方では高等教育継続中の子に給付が支払われている国もある。また,こ こでは税
制による施策を考慮に入れていない。だが,そ うした点を念頭において も,た とえば税制の児
童扶養控除を児童給付に代えた結果 としてイギ リスに記録 されている給付の実質価値の大幅増
加が明 らかであるし,同 様の変化は1979年 までにオランダで,そ して1975年 に西 ドイツで行
なわれている。家族手当は4力 国のうちではフランスで最大の購買力をもち,イ ギリスで最低
である。働いている人1人 当たり国内総生産に関 して,給 付はフランス,西 ドイツで気前がよ














1979年 1976年 1974年 1971年
西 ドイ ツ
フ ラ ン ス
































注:(1)消 費 者 物 価 指 数 に よ っ て 調 整 さ れ た1978年 の 数 字
(2)1971～78年
(3)1978年
(4)購 買 力 基 準 。 本 文 の 注(37)参 照 。
資 料:SocialProtectionStatistics:ReceiptsandExpenditures1970-1979,Luxem-
bourg,Eurostat,inR.Walkeret.al.(eds.),op.cit.,p.51.
く(5%を 上まわる),イ ギリス,オ ランダでは低い。
モデル家庭に対する家族手当の額は表11に 示す通 りである。全児童に同一額を支給する国 も
あるが,児 童の年齢,世 帯規模に関連づけられている国もある。
表11モ デル家庭に対 して支払われる各国の家族手当年額1980年(各 国通貨単位)
帯収入 平 均 賃 金 平均賃金の3分 の2 平 均 賃 金 の1.5倍
国名子供数 1子 2子 4子 1子 2子 4子 1子 2子 4子
西 ドイ ツ 600 1,800 6,600 672 1,973 6,851 ・11 i,800 6,600
(マ ル ク)




オ ラ ンダ 1,036 2,716 6,452 1,036 2,716 6,452 1,036 2,716 6,452
(ギ ノレダー)
イ ギ リス 208 416 832 208 416 1,040 208 416 832
(ポ ン ド)
資 料:J.Bradshaw&D.Piachaud,op.CZZ'.,p.105.
世 帯 規 模 に よ る家 族 手 当額 の 変 動 は 表12に 例 示 して い る。平 均 賃金 の2子 世 帯 に対 す る手
当 額 を100と す る と,同 一 所 得 の1子 世 帯 に対す る 家族 手 当 は2子 世 帯 の5°o(フ ラ ンス)か
ら50°o(イ ギ リス)の 範 囲 にわ た って い る。4子 世 帯 に対 す る支 給 額 は,2子 世帯 の2倍(イ
ギ リス)か ら約5倍(フ ラ ンス)に まで 広 が って い る。8子 世 帯 に対す る支 給 額 の差 は さ らに
大 き い 。 した が って家 族 手 当が 全 世 帯 に配 分 され る程 度 や 多 子 世 帯 に集 中す る度 合 い に は,明
らか な 相 違 が あ る。 な お,所 得 額 に関 連 しな い家 族 手 当 にお いて,児 童 の年 齢 によ る給 付 額 の
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表12世 帯規模による家族手当の変化※(平均賃金世帯)
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2子 および4子 世帯に対する家族手当の相対的価値を2つ の方法で,す なわち第一に平均賃










2子 世 帯 4子 世 帯
対 平 均 賃 金 比
英 貨 で の
等 価 購 買 力
対 平 均 賃 金 比
英 貨 で の



























所得保障制度に欠 くことのできない部分として,税 制の役割 と重要性が認識されてきている。
対象となった4力 国の全てで,税 制は可処分所得の増減に影響を及ぼしている。結果として生
じる再分配は,直 接の移転 システム(現 金給付)の 結果と一致することも相反することもあり
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いに影響を与えるものとして,一 つには課税対象所得を世帯単位で測るか個人単位で測 るか と
いうことがある。世帯単位で測る場合には,夫 婦1人 当り所得を求める2分2乗 法,家 族1人
当 りの所得を求めるn分n乗 法などがある。いずれの場合も単身世帯 と比べて夫婦世帯に有利
な課税方法である。また,同 一所得で子供のない世帯 と有子世帯の経済余力の違いを調整す る
方法として,n分n乗 法や種々の所得控除や税額控除を認める方法などがある。児童扶養のケー
スに関 しては,近 年,児 童扶養控除を廃止 して家族手当に一元化するところが増えている。表
14は4力 国の基礎控除,配 偶者控除,児 童扶養控除の方法を示 したものである。
表144力 国の所得税における人的控除
国 名 基 礎 控 除 配 偶 者 控 除 児 童 扶 養 控 除
所得額に関係のない定額の所得 1975年 廃 止(1980年
西 ドイ ツ 控除(最 初の階層の所得額に対 2分2乗 法 より実額控除方式の児
してゼロの税率を適用する) 童扶養控除)
所得額に比例的な所得控除(最 、
フ ラ ンス 初の階層の所得額に対 してゼロ n分n乗 法 n分n乗 法
の税率を適用する)
所得額に関係のない定額の所得 (所得額 に関係のない
オ ラ ン ダ 1979年 廃 止
控除 定額の所得控除)(1>
所得額に関係のない定額の所得 (所得額 に関係のない
イ ギ リス 1979年 廃 止
控除 定額の所得控除)(1)
注:(1)厳 密にいえば配偶者控除という形のものは存在 しないが,既 婚男子 と単身者の基
礎控除の差額を配偶者控除の額に当たると考えることができる。








般的にいって有子世帯に対する援助は,税 制の所得控除か ら税額控除へ,さ らに社会保障の現
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金給付の形におきかえられる傾向が強い。






























































































































































注:a=年 間 所 得税 負 担額(各 国通 貨 単 位)
b=総 賃 金 に 占め る所得 税 負 担 率(%)
資料:J.Bradshaw&D.Piachaud,ibid.,p.110.よ り作 成 。
同一所得水準で1世 帯に有業者が1人 か2人 かによって税負担は異なるが,有 業者が2人 の
世帯に比べて有業者が1人 の世帯の方が常に多 く税を負担 している。フランス以外の全ての国





スである。所得 と世帯規模を同一にして4力 国間の税負担の差をみた場合にも,そ の差は著 し
い。平均賃金の3分 の2の 所得の場合,フ ランスでは1子 世帯でも税負担はないがイギ リスで
は11.8°o,平 均賃金の2子 世帯の場合でもフランスは0.7%,イ ギリスは17.9%と きわめて大
きなちがいがある。




社会保険料徴収の所得上限は,フ ランス,イ ギ リスでは最高所得のモデル家庭に及んでおり,
西 ドイツでは疾病保険料の場合に最高所得のモデル家庭に及んでいる。オランダの場合は,健
康保険料は平均賃金の1.5倍 の所得で有業者1人 の世帯は強制健康保険制度から除外されてい
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表16所 得別にみた被用者の社会保険料負担額と負担率
世帯収入 平 均 賃 金 の1.5倍
国 名
平 均 賃 金 平均賃金の2/3
妻 無 業 妻 就 業
a 4,860 3,240 7,290 7,290
西 ド イ ツ
b (16.2) (16.2) (16.2)
a 6,144 4,097 8,659 9,216
フ ラ ン ス
b (12.8) (12.8) (12.0)
a 6,386 3,928 8,250 ・1:・
オ ラ ン ダ
b (21.2) (19.6) (18.3)
a 312 208 456 468
イ ギ リ ス







響は異なる。所得税では累進税率の仕組みが取 り入れ られているが,社 会保険料の負担は逆進
的性格を有 している。 このような逆進性はいくつかの要因によってもたらされている。第1に,
社会保険料の徴収を上限つきの所得比例制によって行な う方法をとっていることは,低 所得層
の負担を重 くし,高 額所得層の負担を軽 くする。第2に,所 得税には各種の所得控除制度があ
るが,社 会保険料には控除制度はないので,低 所得層では所得税よりも社会保険料の負担の方
(39)
が重 くなる。第3に,社 会保険料は個人ベースであり,婚 姻状態による区別はない。
これらの点で社会保険料は逆進的性格を もつが,社 会保険料を税制上どのように取 り扱 うか
によって,そ の影響を変えることができる。社会保険料(ま たはその一部)を 所得控除として
取り扱う場合には,そ の逆進度はさらに強まる。社会保険料(ま たはその一部)を 税額控除と
して扱う場合には,社 会保険料の逆進構造を除去す る。ただし,税 負担額のないもの,又 は税
にの





義務教育年齢の子供に対 しては,教 育は無料で提供されているというのが4力 国の共通の特
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色である。 しか しなが ら教育の周辺要素と呼ばれ得るもの 一 教科書の支給,学 校給食,通 学
費,制 服,生 徒に対する金銭的援助 一 にはかなりの変動がある。 これ らの多 くは年齢によっ
て,地 域によって,国 の中でもちがいがあるので,概 要を素描するにとどめたい。
教科書や学用品に関する制度は,イ ギ リスにおいてだけ無料で支給 されている。学校 給食
と ミルクの支給は,こ れもイギリスにおいてだけ,補 助金制で学校給食が全国的規模で支給
されており,一 定水準以下の所得の世帯には ミーンズ ・テス トにより費用を免 除している。
ミルクも7歳 まで無料支給である。フランスの場合は学校給食に一部補助金が出されているが,
給食費は親が支払 うことになっている。給食の価値の正確な比較は,直 接補助金だけでな く給
食費の間接的な補助金 も考慮すべきであるが,こ れについてのデータは入手できない。分析の














平 均 賃 金 平均賃金の2/3 平均賃金の1.5倍


















































医療 保 障 制 度 を大 別 す る と,西 ドイ ツ,フ ラ ンス,オ ラ ンダ の よ うな社 会 保 険 方 式 と,イ ギ
リス の よ う な国 民 保 健 方 式 の二 つ に な る。 歴 史 的 にみ る と,社 会 保 険方 式 か らは じま って お り,
現 在 で も この 形 を と って い る国 が 多 い。 財 源 調 達 の 方 法 に は三 つ の 型 が あ り,第1は 一 般 税 収
に よ る方 法 で イギ リスの 国 民 保 健 サ ー ビス は この 範 囲 に入 る。 第2は 強 制 保 険 で,西 ドイ ツや
フ ラ ンスで は雇 用 関 連 保 険 は基 礎 的 な方 式 で あ る。 ま たオ ラ ンダで も人 口 のか な りの 部 分 を カ
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バーしている。第3は 任意保険で,オ ランダでは高額所得者に対する二層,三 層の制度は任意
保険に頼 らねばならない。一般税収によって財源調達 される制度はもちろん扶養児童に対する
保険料はない。同様に,強 制保険の全ての制度 も,何 の付加保険料もなしに制度加入者の扶養
児童に対 して保障を与えている。任意保険に関 してだけ,保 険料は多子世帯に対して増額され
たり,限 られた範囲まで増やされる。たとえばオランダでは第3子 までは付加保険料があるが,
第4子 以降の子供に関 してはない。
プライマ リー ・ヘルス ・ケアの費用の一部は患者負担が原則であり,フ ランスでは償還を通
して,ド イツやイギ リスでは薬剤費の一部支払いによって負担されねばならない。 しかしなが
ら子供はイギリスや西 ドイツでは一部負担金を免除されている・二層,三 層の制度をもつ国では,
オランダのように人口の一部階層だけがプライマ リー ・ヘルス ・ケアを無料で受けている。入






いての計算は,イ ギリスの施策の水準を算定の基礎 として各国の費用が見積られている。 この
結果を示したのが表18で ある。保健費としてあ らわざれている任意保険の支払保険金額が,児
童扶養の水準にかなりの影響を与えているめがオランダである。オランダでは高額所得層は民







平 均 賃 .金 平均賃金の2/3 平均賃金の 工5倍
1子 2子 4子 1子 2子 4子 1子 2子 4子
西 ドイ ツ 一 冖 冖 一 ～ 一 一 一 冖
フ ラ ンス
一般医の診療
30 60 120 30 60 120 30 60 120
薬 剤 18 36 マ2 18 36 72 18 36 72




一 一 冖 冖 冖 冖 635 ユ,270 1,904
イ ギ リス 一 冖 一 一 一 一 一 冖 一
資 料:J.Br濺sh烱&D.Piachaud,ibid.,p.121.




住宅の居住者であると仮定されているのだが,全 国平均賃金の3分 の2の 所得の世帯が賃貸住
宅で生活 していることは予想し得ても,平 均賃金の1.5倍 の所得を有する世帯が借家人である
ということは多 くの国ではまずあり得ないことと考えられている。第2に,一 層困難な問題は
比較 しうる家賃を設定するということである。賃貸住宅の家賃は,そ の広さ,居 住地域,建 築
年数等によって異なる傾向がある。これについては共通の仮定を設けるとしても,家 賃はまた
住宅市場における供給 と需要,家 賃統制法の影響その他によって も変動する。こうした限界か
ら,家 賃自体は同一国内で も余 りにも異なり比較 しえない。そこでまず4力 国が家賃割引,住
宅手当等の制度において,所 得水準や家族構成の異なる世帯をどのように取 り扱っているかを
みてみると,4力 国全てに何 らかの形の直接補助金制度があり,家 賃はある程度純所得につれ
て変化す る。また,西 ドイツ,フ ランス,イ ギ リスでは,家 賃は世帯内の子供数につれて も変























国 名 推 定 年 間 家 賃 英貨での等価購買力
各国通貨単位 ポ ン ド
西 ドイ ツ 4,356 974
フ ラ ン ス ※ 9,521 950
オ ラ ンダ 3,000 651
イ ギ リス 578 578





















※基 準 家 賃=100と す る 数 字
資 料:J.Bradshaw&D.Piachaud,∫ わ∫d,p.124.
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表21扶 養児童数別にみた有子世帯の支払う家賃の割合※ 夫婦 =100
世帯収入
国 名子ども数
平均賃金の3分 の2 平 均 賃 金
1子 2子 4子 1子 2子 4子
西 ド イ ツ
フ ラ ン ス
オ ラ ン ダ

























※子 ど もの な い夫 婦 の 支 払 う家 賃 を100と した場 合 の 比 率 。
資 料:J.Bradshaw&D.Piachaud,ibid.,p.124.
なく,水 平的にも最も累進的な制度をもっている。平均賃金を得ている場合,4子 世帯は家賃
の3分 の1強 を支払い,2子 世帯は3分 の2の 家賃を支払う。また平均賃金の3分 の2の 所得
水準の4子 世帯では,夫 婦世帯の家賃の22.1%し か支払っていない。イギ リスおよび西 ドイッ
の制度 も,平 均賃金の3分 の2の 所得水準では,子 供について寛大な考慮をしている。
ここで示された結果は,家 賃水準が各国で異なるという背景の中でみる必要があり,家 賃の
大層高い西 ドイツなどは,他 の国以上に住宅手当制度を必要としているともいえる。直接補助
金と間接補助金 との間の均衡のちがいがあるのは明らかで,高 い家賃 と気前のよい住宅手当制
度をもつ国は 「住宅よりも人に」補助金を出しているといえよう。
フランスとイギ リスの場合,住 宅費には家賃 と地方税が含まれており,「住宅手当」とは地方
税の減額と家賃の割引の両方を指す。厳密にいえば地方税(固 定資産税)は 住宅費ではなく財






査結果を4力 国に関 して要約 したものである。有子世帯が子どものない夫婦の所得を上回って
受けとる追加所得が示されており,こ の数字は各国が児童扶養の財政的費用を一括 してどの程
度負担 しているかを示している。まず,国 によって児童扶養の水準は非常に大きく異なってい
ることがわかる。平均賃金を得ている2子 世帯の追加所得は,フ ランスの20.7°oか ら西 ドイッ
の::'.に まで広がっているし,平 均賃金の3分 の2の 所得の4子 世帯ではフランスの101.9°o
からオ ランダの41.5%ま で,平 均賃金の1.5倍 の所得の1子 世帯ではイギリスの4.0°oか らオラ
ンダの1.4°oま で,随 分と差がある。




国 名 賃 金(1)
1子 2子 3子
a 7.5 18.4 53.9
西 ド イ ツ b 3.0 8.8 33.7
C 2.2 6.2 22.0
a 15.2 34.1 101.9
フ ラ ン ス b 6.4 20.7 68.1
C 2.0 9.5 45.0
a 6.8 17.8 41.5
オ ラ ン ダ
七b
5.0 13.1 30.5
C 1.4 5.2 16.3
a 9.6 24.1 54.6
イ ギ リ ス b 6.1 12.1 25.1
C 4.0 8.1 16.1
注:(1)a=平 均 賃 金 の3分 の2,b=平 均賃 金,c=平 均 賃 金 の1.5倍
(2)夫 婦 の 純 所 得 は,総 所 得 か ら所 得 税 お よ び社 会 保 険料 を差 引 い た もの に相 当す る。




養児童数が増すにつれて増加するが,オ ランダとイギ リスでは1子 より多い世帯に関 しては,
1子 当た りの比率という点からみるとおおよそ変 らないことがわかる。またイギリスは相対的
に小家族(と りわけ低所得の)に 寛大であ り,西 ドイツは大家族に比較的寛大であるともいえ
よう。
さらに,世 帯規模が同 じで所得水準が異なる場合にっいてみると,ど の国でも援助は所得が
増すにつれて低下することを示 しているが,こ の低下率は同じではない。たとえばフランスの
2子 世帯では,平 均賃金の3分 の2の 所得での34.1°oか ら平均賃金の1.5倍 の所得での9.5°°
に低下 しているが,西 ドイッでは18.4°oか ら6.2%へ の低下である。1子 世帯になるとその差
はさらに大きくな り,フ ランスでは平均賃金の3分 の2の 水準での15.2%か ら平均賃金の1.5
倍の水準での2.0%へ と援助の価値は著 しく低下するのに対 して,イ ギ リスでは9.6%か ら4.0
%へ とその低下はゆるやかである。フランスでは,児 童扶養に対する援助は所得の上昇につれ
て著 しく低下する一 大部分は所得制限のある住宅手当が受給できなくなることによって 一
が,こ れに対 して西 ドイツやイギ リスでは平均賃金 と平均賃金の1.5倍 の世帯の間にあまり差
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がな く,ま たオランダでは平均賃金 と平均賃金の3分 の2の 世帯の間でほとんど差がない。多
子世帯に関 しては,一 般的に所得階層別にみた価値の差は縮小す るが,フ ランスではとくに4
子世帯になると所得階層別の児童扶養の価値の差が縮小する。逆にイギ リスの場合は他の3力
国と異なり,1子,2子 世帯の場合より4子 世帯の場合の方がその差が大きくなる。それは次
の表で一層明らかになる。表は2子 世帯と4子 世帯に関して,平 均賃金の3分 の2と 平均賃金
の1.5倍 の所得階層での絶対的な追加所得を,平 均賃金での追加所得の割合として示 したもの
である。
表23所 得階層別にみた2子 世帯 ・4子 世帯の追加所得(1)
国 名
2子 世 帯 4子 世 帯
平均賃金の
2/3




































注:(1)平 均 賃 金 世 帯 の 追 加 所 得=100と し た 数 字







a 33.7 42 3 54.4
西 ド イ ツ b 19 1 28 7 48 2
C 20 1 29 0 45 1
a 52 6 60 3 79 1
フ ラ ン ス b 32 2 53 2 76 8
C 14 7
尸
35 7 74 2
a 33 9 45 4 46 4
オ ラ ン ダ b 33 9 45 5 46 5
C 13 7 26 0 35 8
a 43 9 56 4 56 0
イ ギ リ ス b 38 6 39 3 35 8
C 36 2 37 4 32 6
注:(1)表22の 注(1)に 同 じ 。
(2)Beckerman,Povertyandtheimpactofincomemaintenanceprogrammes,
Geneva,II.0,1979の 中 で 定 義 さ れ て い る 。 註(41)参 照 。
(3)表22の 注(3)に 同 じ 。
資 料:R.Walkeret.al.(eds.),op.Clt.,p.190.




全体的に西 ドイツが9つ のカテゴリーのうち,と くに低所得の少子世帯に関 しては最 も水準の
低い国であり,フ ランスは6つ のカテゴリーで最 も水準の高い国である。フランスの場合には
援助はとくに低所得や多子世帯に向けられており,幾 つかの場合には国際貧困基準における児
童要素の75%以 上に援助の水準が達 している。イギ リスは1子 世帯に対 してはわりあいに水準
が高いが,多 子世帯 とくに平均又は平均以上の所得のある多子世帯には大層不利で,フ ランス
の半分以下 となっている。
ところで,こ れまでの比較はさまざまな規模の有子世帯が子供のない夫婦世帯の純所得を上
回って得る追加所得についてであったが,基 準 として夫婦の代わ りに単身者の純所得を用いる




























児童扶養の絶対的価値は表26の 通 りである。 これは購買力平価にもとついて英貨であらわし











































注:(1)表22の 注(3)に 同 じ。
資 料:J.Bradshaw&D.Piachaud.'わ 鉱,p.135よ り 作 成 。
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児童扶養の絶対的な価値の差は相当に大きく,平 均賃金の2子 世帯でフランスでは1子 に
つき週8ポ ンドを得ているが,西 ドイッでは1子 につき週4.13ポ ンドで約半分である。また4
子世帯に関 してはその差はさらに大きく,平 均賃金の3分 の2の4子 世帯ではオランダはフラ
ンスの約半分,平 均賃金及びその1.5倍 の所得の4子 世帯ではイギ リスはフランスの3分 の1
前後の購買力 しかもたない。
さて次に,有 子世帯が受けとる追加所得が,家 族手当,税 制,教 育 ・保健 ・住宅諸施策の間
でどのように構成されているのかをみてみよう。表27は2子 世帯と4子 世帯に関するものであ
る。平均賃金水準では西 ドイツ,イ ギリス,オ ランダは児童の扶養に対する公的援助の全て,
またはほとんど全てが家族手当によって提供されている。一般的にいって教育,保 健,住 宅等
の施策を通 じての児童扶養への援助は,フ ランスと低所得世帯に対する西 ドイッ,イ ギ リス以
外は,あ まり役立っていない。低所得世帯では,西 ドイッやとくにフランスでは住宅手 当が2
子世帯にとっては大層重要である。イギ リスでは無料の学校給食や通学のための交通費などが
2子 および4子 のいる低所得世帯での児童扶養に重要な貢献をしている。もっとも,こ れらの
領域は1980年 以後,法 律による制限と支出カットによって最 もきびしい影響を受けてきてい
ることも銘記 しておく必要があろう。
表27有 子世帯の追加所得の構成
2子 世 帯 4子 世 帯
国 名 平均賃金の
2/3







a 69.9 93.8 92.2 82.4 :・ ・ 95.7
西 ドイ ッb
一 6.2 7.8 一 1.6 4.3
C 30.1 冖 一 17.6 8.8 一
a 42.6 48.3 65.0 71.2 73.3 76.0
フ ラ ンスb 2.4 15.8 36.7 o.s 6.0 13.2
C 55.0 35.9 一1 .7 28.0 20.6 10.8
a ioo.o 100.0 ::1 102.0 102.0 146.0
オ ラ ンダb 冖 冖 一 一 冖 皿
C 一 一 ::1 一2 .0 一2 .0 一46 .0
a 66.2 94.7 100.0 72.8 91.2 ioo.o
イ ギ リスb 一 冖





注:a=家 族 手 当,b=租 税 の 減 額,c=教 育 ・保 健 ・住 宅
資 料:J.Bradshaw&D.Piachaud,ibid.,pp.136-137よ り作 成 。
以上の分析の大部分は,有 業者が1人 の世帯を考えている。だが1世 帯に有業者が2人 いる
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(夫婦共働き)場 合も次第に一般的となり,国 によっては有業者1人 の世帯より多いところもあ


































国 名 得 と比べて,分 割所得の2子
2子 世帯の純所得の増減 世帯の追加所得の占める割合




オ ラ ンダ +10.6°o 100.0°o
イ ギ リス +6.7°o 100.0°o
※夫 が平 均 賃 金,妻 が平 均 賃 金 の1/2を 稼 得 す る場 合 。
純 所 得:賃 金+家 族 手 当 一(社 会 保 険 料+税 金)。
これ らの数 字 は住 宅,保 健,教 育 を 考 慮 に入 れ て いな い 。
資料:J.Bradshaw&D.Piachaud,ibid.,p.138.
図1子 どものない夫婦の純所得と比べた有子世帯の追加所得※の割合
※家 族 手 当,税,社 会 保 険料 お よ び教 育,保 健,住 宅 の得 失 に関 し
て 精 算 した もので あ る。
資料:J.Bradshaw&D.Piachaud,ibid.,p.141.
帯の追加所得の割合をすべて示 しているのが図1で ある。大まかにいえば4力 国中第1位 のフ
ランスは,常 に第2位 の国をはるかに引きはな しているのが特徴的である。
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お わ り に
4力 国における児童扶養システムの比較によると,各 国の諸給付のパターンとその価値 には
大きな相違のあることが明 らかであり,所 得再分配効果にも明 らかな差がある。しかし,こ れ
は一定のモデル家庭のシミュレーションの結果であるので,最 後に,そ れを実際の政策の結果




要があろう。表29は4力 国間およびその国のなかで,有 子世帯が直面 している貧困 リスクを比
較 した ものである。貧困線としてオ ランダ以外の国では,全 国平均の世帯規模別可処分所得の
ゆ
60°oの水準が採用されており,オ ランダではこれと大差のない社会扶助水準が用いられている。
表291970年 代中頃における4力 国での貧困 リスクー 有子世帯一(単 位
:%)
夫 婦 世 帯 (4)
国 名 単親世帯 全 世 帯
1子 2子 3子 4子 以上
a 6.5 16.4 30.9 52.6 28.1 16.5
西 ド イ ツ
b 0.4 1.0 1.9 3.2 1.7 i.o
a 13.5(2) 19.5(2) 32.5(2) 54.4(2) 28.2
フ ラ ン ス `
b 0.5(2) 0.7(21 1.2(2) 19(21 1.0
a 7.3 8.2 25.1t3) 37.1 12.4
オ ラ ン ダ(1)
b 0.6 0.7 2.Ocs) 3.0 1.0
a 4.8 8.3 17.2 43.0 51.9 14.4
イ ギ リ ス
b 0.3 0.6 1.2 3.0 3.6 1.0
注:a=可 処 分 所 得 の60%未 満 世 帯 の比 率
b=全 世 帯 に対 す る貧 困 リス グの 比 率
(1)社 会 扶 助 水 準 〔世 帯 の11.6%が 可処 分所 得 の60°oを 下 ま わ る所 得 で あ る)
(2)全 世 帯
(3)3子 以 上
(4)有 子 世 帯 以 外 の 世 帯 を含 む。
資 料:R.Walker'et.al.(eds.),op.Cll'.,p.72よ り作 成 。
表29に よると,全 ての国で多子世帯,単 親世帯はかなり高い貧困 リスク傾向をもつことが明
らかであるが,そ の リスクは一様ではない。表の中にとりあげられているグループのうち,フ
ランス と西 ドイツの4子 以上の世帯とイギ リスの単親世帯では,各 々のケ〒スで2世 帯に1世
帯以上 が可処分所得の60°oの水準を下まわる所得である。イギリスの多子世帯も,ほ ぼ同じく
らい不利な立場にある。以上は1970年 代中頃の状態をあらわしているものだが,そ の後の変化
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は一定の施策が特定のグループの暮 らし向きを向上させていることがあり得るとしても,大 抵
の場合むしろ貧困 リスクを強めていると考えられる。 これ らは低賃金と多子の組み合わせとい
う伝統的問題の持続と,単 親という新 しい問題の出現を明 らかにしている。
さて本稿の目的に立ち返って両親世帯に限定 してみると,3人 以上子供のいる世帯は今で も
とりわけ貧困にさらされている部類に入る。 しか しながら実際には,多 子世帯が直面 している
貧困 リスクの高まりは,フ ランスでは児童扶養の構造のゆえに他の国におけるより低 くなって
いる。フランスの家族政策は,所 得の垂直的再分配よりも水平的再分配を重視 してきたといわ
れる。この点は明 らかに人口政策的配慮 と結びついているとはいえ,他 の3力 国と比べてはる
かに価値ある援助を多子世帯に与えている。これが多子世帯が伝統的に経験 している特別の貧
困リスクの大幅な減少をもたらしている。また,所 得の水平的再分配の重視にもかかわらず,
政策の純粋な成果は垂直的再分配においても4力 国の中で最 も優 っている。フランスの家族手
当は低所得層及び多子世帯に厚 く,住 宅手当は平均賃金以下の世帯には大きく貢献 している。
また所得税は扶養人員がふえると著 しく低下する。累進所得税制の下での家族控除の利益は,
他の層よりも高額所得層に有利に作用するが,と はいえ平均賃金の3分 の2水 準の有子世帯は
全て所得税負担がないというのが現状である。こうしたことが結果としてフランスの有子世帯
の貧困 リスクを低 く抑えるのに役立っている。










ふえる毎に貧困 リスクが倍増していくという,貧 困 リスクの高さとなってあらわれているので
はないかと思われる。
オランダの場合には,ほ とんど全ての援助が家族手当制度によって与えられている。家族手
当は賃金(1982年 より小売物価)指 数にスライドしており,ま た出生順位により給付額は増加
する仕組みである。家族手当そのものの水準は決して低 くはないが,第1子 に対する手当の水
準はきわめて低い。この水準の低さは制度改革案の論議の中でも触れられているところである
が,1子 世帯の場合にはとくにその扶養水準を低 く抑え,他 の国と比べて貧困リスクを高めて
いる。家族手当は所得の水平的再分配をもたらすために支払われ,貧 困を除去する点での家族
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対策の役割にはほとんど重要性は与えられてこなかった。貧困線および貧困に対する闘いとい
う概念はオ ランダの政策では今まで耳にしたことがな く,社 会政策における最近の発展に何の
ゆ









均賃金層でのこれ らの給付の購買力は2子 世帯でフランスの約半分,4子 世帯では3分 の1で
ある。 この国では児童扶養控除はもはや存在 しないのであるか ら最も重要な制度は児童給付で
ゆン
あるが,こ れは価値の点で低下 してきてお り,大 半の ヨーロッパ諸国より低い。また児童給付
は定額で,児 童数によって逓増する仕組みをとっていないので,多 子世帯になるほど相対的に
不利になる。教育,保 健,住 宅制度を通 しての児童扶養は低所得層中心で,そ れ以外の層には
余 り寄与 していない。一方,有 子世帯に対する租税負担は,と くに平均賃金やそれ以下の所得
階層に対 して不相応に増加 してきている。課税最低限は今では補足給付や世帯所得補足の水準
より低 く定められているのである。 しかも税負担率は4力 国中で最も高い。さらに資力調査を
条件とする多様な給付の存在はpovertytrapと なってイギリスでは平均的賃金以下の有子世帯
の貧困 リスクを強めている。この国の平均賃金水準の多子世帯は,扶 養控除の廃止による税負
担増と定額の児童給付による多子世帯不遇 という矛盾の結果を,最 も強 くあらわしていると見
受けられる。
児童扶養に対す る援助 という点からは,諸 施策の目標 となる低賃金や多子の世帯に対 して,
高い所得移転と低い税金という面ではフランスは最良の例であり,そ のために貧困 リスクは相
当に軽減されている。他の国の場合は各種の制度が非体系的に実施されているために,個 別制




ECの 全国貧困調査の最終報告は,大 抵の国で児童の扶養に関する政策は余 り効果があるよ
うには用いられていないので,さ らに強化 されねばならないと結論づけているが,そ の勧告に
くイロ
は次のことが含まれている。(ま だ実施されていない場合には)家 族手当を物価に合わせてスラ
イ ドさせること,各 子に対 して均一額の手当よりも年齢や児童数により差のある手当の実施を
検討す ること,普 遍的な条件にもとつ く家族手当と選別的な家族手当の賛否両論を再検討する










Children,TempleUniversityPress,1983,p.263.こ の 中で,カ ー ン等 は家 族 政 策 ・社会 政
策 の特 別 な 注 目の 対象 グ ル ー プ と して,母 子 世 帯,世 帯 主 の失 業,不 規 則 雇 用 の ほ か,至 る と ころ
で 政 策 目標 に 含 め られ て い る わ け で は な いが 多 子 世 帯 を加 え,ま た 最 も論 争 の 余 地 が あ る と しな が
ら も,調 査 結 果 か らみ て 明 らか に経 済 的 に不 利 な立 場 に あ る もの と して 単 一 の 働 き 手 で,両 親 と2
子 の世 帯 を そ の 中 に含 め て い る。
(2)家 族 手 当 お よび 住 宅 手 当 に つ い て は,拙 稿 「母 子 世 帯 と所 得 保 障」(『社 会 学 部 論 叢 』第18号)で3
力国 につ い て は 検 討 した の で,必 要 不 可 欠 と思 わ れ る点 を 除 い て は前 回検 討 で きな か った 部 分 に限








⑥ 反 対 の 理 由 は い ろ い ろで あ るが,主 な もの と して は,児 童 手 当 は 大 家 族 を 奨励 し,戦 前 の ドイ ツの
汚 れ た 人 口政 策 を復 活 させ る もの と考 え られ た こ と,国 家 に よ る家 族 の プ ライ バ シ ーへ の干 渉 と と
らえ られ 子 ど もの 数 は夫 婦 が 決 あ る もの と主 張 され た こ と,さ らに 援 助 を 必要 と して い な い多 くの
人 々 に手 当 を支 払 う こ と に よ って もた ら され るお 金 の 浪 費 へ の 非 難 な どが 挙 げ られ る。
(7)経 済 企 画 庁 国 民 生 活 局 国 民 生 活 政 策 課 『ヨー ロ ッパ 主 要 国 の 福 祉 政 策 一 社会 保 障 制 度 を 中心 と し
て 一 』,1980年,231頁 。
(8)HelmutHartmann,`WestG駻many:PovertyandtheFamily',inR.Walker,et.al.
(eds.),op,cit.,p.235.
〔9)1980年 に は単 身 者 の基 礎 控 除 は510マ ル ク,夫 婦 の 場 合 は1,020マ ル クが 基 礎 控除 と して認 め られ
る。
⑩ 飯 野 靖 四,「 所 得 税 に お け る 「妻 」の 座 の 取 り扱 い 」 『季 刊 社 会 保 障 研 究』 第18巻,第2号,東 京 大
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U3)健 康 保 険 組 合 連 合 会 編,『 社 会 保 障 年 鑑 』,東 洋 経 済 新 報 社,1984年,273頁 。'
(14)ド イ ツ連 邦 共 和国 労 働 ・社 会 省 編/保 坂 哲 哉 訳,『 ドイ ツ連 邦 共 和 国 の 社会 保 障 制度 』,光 生 館,1978
年,337頁 。
(151935年 か ら1938年 にか サて 死 亡 率 が 出 生 率 を上 まわ った 。
(1⑤ClaudeAmelineandRobertWalker,`France:PovertyandtheFamilゾ ,inRobert
Walker,et.al:(eds.),op.-cft.,p.201.
矼の 全 国 全 職 業 の男 女 に一 律 に適 用 され て い る もの で,単 身 生 活者 の最 低 生 活 費 を もと に した単 身 者 賃
金 で あ る。
�8)BradshawandPiachaud ,op.cit.,p.107.
�9)関 西 経 済 研 究 セ ンタ ー資 料,『 ヨーpッ パ の 福 祉 と税 制 』,1974年 ,69頁 。
(20)飯 野 靖 四,『 前 掲 書 』,188頁 。.
(21)BradshawandPiachaud,op. ,cit.,p.63.





(26)た とえ ば,3人 の子 供 を もつ被 用 者 で,16歳 未 満 の 子 供 が1人 ,親 許 で 生 活 して い る16～27歳 の 学
生1人,親 許 を は な れ て生 活 して い る16～27歳 の学 生1人 が い る場 合 に は,1+2+3=6人 分 の









(33)飯 野 靖 四,『 前 掲 書 』188頁 。
(鋤RogerLawsonandRobertWalker,`LessonsfortheUK' ,inWalkeret.al.(eds.),
op.cit.,p.317.
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(36)調 査 結 果 と して示 さ れて い る もの は,理 論 上 存 在 す る はず の 家庭 の 財 政状 態 で あ って ,実 際 の 状 態
を示 して い る ので は ない こ とを,と くに 低 所 得 世 帯 の 状 態 の分 析 を読 む際 に は留 意 す る必要 が あ る
と著 者 らは付 言 して い る。
㈱ た とえ ば,ロ ン ドンに お いて100ポ ン ドで 購 買 しう る商 品 や サ ー ビス をパ リで 購 入 す るに は ,ど れ
だ け の フ ラ ンが 必 要 か を 算 定 して い る。 各 ヨー ロ ッパ 諸 国 で約1 ,000の 生 産 物 の 価 格 に つ い て の デ
ー タ か ら引 き 出 され た購 買 力 平 価 を 用 い る こ とで
,購 買 力 基準(pps)の 単 位 は理 論 的 に は ヨー ロ
ッパ の ど の 国で も等 しい量 の 商 品 ・サ ー ビス の 購 買 力 を もつ こ と に な る。
(38)1982年 よ り小 売 物 価 指 数 に合 わ せ て 調 整 され て い る。
(39)都 村 敦 子,「 税 制 お よ び社 会 保 障 制 度 に お け る 家 族 の と り扱 い」 『季 刊 社 会 保 障 研 究 』 第18巻 ,第
3号,東 京 大 学 出版 会,1982年,349頁 。
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は,そ の国の1人 当た り可処分所得を,子 どものない夫婦 の貧 困線に相当す るもの と してい る。家
族構成 の異な る世帯の貧困線を得 るには,こ
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出された比率 を乗 じる(右 の表を参照 された
い)。個人 の可処 分所 得 は,税 と社会保 障拠
出,お よび社会保障給付 や関連給付受給後 の
純所 得に等 しい と考 え られている。個人 の可
処分所得の全 国的概 算は,毎 年 のOECD刊 行
物Nationa1AccountsofOECDか ら導 き
出 されてい る。 しか しなが ら1978年 以後の可
処分所得 に関す る最近の統計は,経 験的に導
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(43)WimHuizing,`TheN鑼herland:FamilyBenefits',inR.Walkeret.al.(eds.),p.210.
(441A.W.Franklin,FamilyMatters,Pergamon,1983,p.90.
145)FinalReportfromtheCommissiontotheCouncilonthefirstProgrammeofPilot
Schemes.andStudiestoCombatPoverty,Brussels,EuropeanCommission,inR.
Walkeret.al.(eds.),op.cit.,p.316.
